
Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支 （単位：百万円，％）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 決算見込
年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算） （決算） （決算見込）

１． (A) 3,418 3,605 3,803 3,763 3,762 3,960 3,439 4,033 3,045 4,093 3,182 4,223 3,231 4,294 3,240

(1) 3,228 3,387 3,557 3,589 3,561 3,769 3,237 3,844 2,845 3,902 2,939 3,945 2,961 3,999 2,963

(2) (B)

(3) 190 218 246 174 201 191 202 189 200 191 243 278 270 295 277

２． 450 361 319 289 284 329 394 337 445 337 361 396 326 396 423

(1) 108 92 72 51 57 83 83 91 116 91 116 91 100 91 83

107 91 71 49 54 82 82 90 89 90 92 90 76 90 82

1 1 1 2 3 1 1 1 27 1 24 1 24 1 1

(2) 342 269 247 238 227 246 311 246 329 246 245 305 226 305 307

(C) 3,868 3,966 4,122 4,052 4,046 4,289 3,833 4,370 3,490 4,430 3,543 4,619 3,557 4,690 3,663

１． 3,739 3,786 3,810 3,955 4,007 4,185 4,015 4,085 3,314 4,095 3,316 4,461 3,266 4,502 3,502

(1) 2,558 2,593 2,580 2,681 2,559 2,648 2,513 2,579 2,076 2,551 2,076 2,591 2,074 2,621 2,151

1,223 1,220 1,140 1,124 1,126 1,140 1,109 1,070 883 1,090 859 1,110 845 1,120 860

1,335 1,373 1,440 1,557 1,433 1,508 1,404 1,509 1,193 1,461 1,217 1,481 1,229 1,501 1,291

(2) 716 729 728 741 700 741 677 704 615 741 640 825 618 835 610

395 391 386 383 349 372 337 367 299 369 329 371 312 373 288

338 312 338 358 562 611 654 632 487 632 498 637 477 637 650

157 145 148 169 139 173 145 173 140 173 134 173 137 173 213

13 28 11 25 15 20 12 20 9 20 15 20 16 21 13

(3) 114 124 153 150 171 165 159 150 127 151 87 388 81 388 78

２． 109 99 149 168 153 103 139 155 104 198 86 172 147 176 306

(1) 64 58 50 42 36 31 31 34 20 75 5 142 15 146 33

(2) 45 41 99 126 117 72 108 121 84 123 81 30 132 30 273

(D) 3,848 3,885 3,959 4,123 4,160 4,288 4,154 4,240 3,418 4,293 3,402 4,633 3,413 4,678 3,808

(C)-(D) (E) 20 81 163 -71 -114 1 -321 130 72 137 141 -14 144 12 -145

(F) 61 9

(G) 6 7 1 63 11 617 125 104

(F)-(G) (H) -6 -7 -1 -2 -2 -617 -125 -104

20 75 163 -78 -115 1 -323 96 70 -480 16 -14 144 12 -249

(I) -993 -918 -755 -833 -948 -947 -1,271 -851 -1,201 -1,331 -1,185 -1,345 -1,041 -1,333 -1,291

(J) 956 1,068 1,247 1,152 1,070 1,050 884 1,054 802 1,037 900 1,030 1,067 1,023 1,420

571 634 630 626 609 604 541 604 555 606 572 606 651 606 612

(K) 186 199 215 234 242 200 363 200 243 200 233 200 234 200 242

166 183 199 214 220 173 336 173 224 173 221 173 215 173 225

(L) -770 -869 -1,032 -918 -828 -850 -521 -854 -559 -837 -667 -830 -833 -823 -1,178
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M) - - - - - - - - - - - - - - -

(A)-(B) (N) - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - -

１． 93 197 41 197 26 359 119 1,542 281 3,408 256 645 2,307

２． 114 83 92 103 84 163 84 621 308 1,417 138 36 279 86 861

３．

４．

５．

６． 14 132 149 2 342 3 495 1,401

７． 1

８．

９．

(A) 221 413 133 300 110 522 203 2,312 591 5,167 397 36 1,419 86 4,569

(B)

(A)-(B) (C) 221 413 133 300 110 522 203 2,312 591 5,167 397 36 1,419 86 4,569

１． 113 332 57 230 65 557 56 2,312 339 5,587 371 1,354 4,087

27 27 27 27 42 27 34 34 34

２． 169 208 230 269 196 192 292 181 435 152 146 72 124 172 70

３．

４．

５． 1

(D) 282 540 287 499 261 749 348 2,493 774 5,739 517 72 1,479 172 4,157

 (D)-(C) (E) 61 127 154 199 151 227 145 181 183 572 120 36 86

１． 61 127 154 199 151 227 145 181 183 572 120 36 86

２．

３．

４．

(F) 61 127 154 199 151 227 145 181 183 572 120 36 86

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 303

1260 1249 1060 988 818 985 644 2,345 489 5,610 599 5,494 1,120 5,447 3,358

1260 1249 1060 988 818 985 644 2,345 489 5,610 599 5,494 1,120 5,447 3,358

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

387 415 386 281 255 292 291 297 352 313 305 386 293 326 381

387 415 386 281 255 292 291 297 352 313 186 386 193 326 183

116 99 198

97 83 92 103 83 85 84 63 308 230 138 21 279 81 93

97 83 92 103 83 85 84 63 308 230 138 21 279 81 93

他 会 計 借 入 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

そ の 他

純 計

他 会 計 出 資 金

建 設 改 良 費

そ の 他

計

×100

((M)／(N)×100)資 金 不 足 比 率

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高
うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

資

本

的

支

出

累 積 欠 損 金 比 率 （ ）×100

－－ －

-25.5%

－

-19.9% -22.1%-29.1%

－

計

－

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

）

他 会 計 負 担 金

企 業 債

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

－

-25.2% -39.4% -37.2% -32.2% -39.8%-36.96%

－ － －

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

経 常 損 益

そ の 他

う ち 未 払 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

う ち 薬 品 費

流 動 資 産

流 動 負 債

経 費

そ の 他

材 料 費

支 払 利 息

そ の 他

う ち 未 収 金

(E)+(H)

退 職 手 当

そ の 他

医 業 費 用

職 員 給 与 費

特 別 損 益

減 価 償 却 費

医 業 外 費 用

基 本 給

う ち 委 託 料

他 会 計 補 助 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

不 良 債 務 比 率 （

支 出 計

そ の 他 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

医 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

医 業 外 収 益

補 助 金

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

(E)-(F)

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

補 て ん 財 源 不 足 額

計

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

うち料金収入に計上すべき

-31.8%

-

-31.0%

-

-23.9%

-

-21.1%

-

-32.5%

-



（３）経営指標等 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 見込

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第４年度） （計画第５年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

資金不足比率 (％) (再掲) - - - - - - - - - - - - - - -

料金回収率※ (％)

総収支比率（法適用） (％) 100.5% 101.9% 104.1% 98.1% 97.2% 100.0% 92.3% 103.1% 102.0% 90.2% 100.5% 99.7% 104.2% 100.3% 93.6%

経常収支比率（法適用） (％) 100.5% 102.1% 104.1% 98.3% 97.3% 100.0% 92.3% 103.1% 102.1% 103.2% 104.1% 99.7% 104.2% 100.3% 96.2%

営業収支比率（法適用） (％) 109.4% 105.0% 100.2% 105.1% 106.5% 105.7% 116.7% 101.3% 108.8% 100.0% 104.2% 105.6% 101.1% 104.8% 108.1%

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) -29.1% -25.5% -19.9% -22.1% -25.2% -23.9% -37.0% -21.1% -39.4% -32.5% -37.2% -31.8% -32.2% -31.0% -39.8%

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲) － － － － － - － - － - － - － - －

(％) 10.0% 10.5% 9.4% 6.9% 6.3% 6.8% 7.6% 6.8% 10.1% 7.1% 5.2% 8.4% 5.4% 7.0% 5.0%

うち基準内繰入金 (％) 10.0% 10.5% 9.4% 6.9% 6.3% 6.8% 7.6% 6.8% 10.1% 7.1% 5.2% 8.4% 5.4% 7.0% 5.0%

うち基準外繰入金 (％) 3.3%
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％) 3.3%
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

(％) 43.9% 20.1% 69.2% 34.3% 75.5% 16.3% 41.4% 2.7% 52.1% 4.5% 34.8% 58.3% 19.7% 94.2% 2.0%

うち基準内繰入金 (％) 43.9% 20.1% 69.2% 34.3% 75.5% 16.3% 41.4% 2.7% 52.1% 4.5% 34.8% 58.3% 19.7% 94.2% 2.0%

うち基準外繰入金 (％)
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％)

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率

資本的収入分

収益的収入分



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）

２　年度別目標等

（４）病院事業

●年度別目標 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 見込

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度
（計画前5年度） （計画前4年度） （計画前3年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第2年度） （計画第2年度） （計画第3年度） （計画第3年度） （計画第4年度） （計画第4年度） （計画第5年度） （計画第5年度）

（決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算） （決算） 目標 決算 目標 決算 目標 決算 目標 決算見込
29 33 34 35 36 36 36 36 33 36 30 36 27 36 26
-2 4 1 1 1 5 0 0 0 -3 0 -3 0 -3 0 -1 -10
3 -33 -22 -36 -11 -99 0 0 0 60 0 100 0 150 0 170 480

183 185 182 181 183 165 178 164 140 162 136 160 133 160 141
2 2 -3 -1 2 2 -18 -5 -1 -38 -2 -4 -2 -3 0 8 -47
17 -2 4 -23 -5 -9 46.5 34 50 277 63 297 64 320 64 260 1,188
42 42 41 43 45 44 44 44 44 44 46 42 49 42 51
2 0 -1 2 2 5 -1 -1 0 0 0 2 -2 3 0 2 4

-12 6 -3 11 -5 -3 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 0 22.5 -23 22.5 -46 -54
37 34 33 32 30 30 30 30 23 30 20 29 17 29 16
-1 -3 -1 -1 -2 -8 0 0 0 -7 0 -3 -1 -3 0 -1 -15
10 24 24 -3 5 60 0 0 0 17.5 0 21.5 7 45.5 7 52.5 137
20 17 14 15 15 14 14 14 12 13 13 13 13 13 13

事務 -4 -3 -3 1 0 -9 -1 -1 0 -2 -1 1 0 0 0 0 -3
17 21 24 -6 -2 54 7 7 7 21 14 14 14 14 14 14 70
38 43 27 29 36 36 36 36 24 36 18 26 24 22 31
2 5 -16 2 7 0 0 0 0 -12 0 -6 -10 6 -4 7 -14
-4 -10 32 -4 -14 0 0 0 0 0 0 -64 20 -50 10 -70 -184

74.8% 71.9% 67.8% 71.2% 68.0% 66.9% 66.9% 63.9% 63.9% 62.3% 65.2% 61.4% 64.2% 61.0% 66.4%

累積欠損金比率 -29.1% -25.5% -19.9% -22.1% -25.2% -23.9% -37.0% -21.1% -39.4% -32.5% -37.2% -31.8% -32.2% -31.0% -39.8%
増　減 0.0% 3.6% 5.6% -2.3% -3.1% 1.3% -11.8% 2.8% -2.5% -11.4% 2.2% 0.7% 5.0% 0.8% -7.6%

企業債現在高 1,260 1,249 1,060 988 818 985 644 2,345 489 5,610 599 5,494 1,120 5,447 3,445
増　減 -75 -11 -189 -72 -170 167 -174 1,360 -155 3,265 110 -116 521 -47 2,325

-149 1,567
（注）１．職員数「その他職員」欄については、必要に応じて事務職員、給食職員など内訳を記入すること。

　　　２．費用削減「その他」欄には、必要に応じて見直した経費等（材料費、薬剤費、委託費等）の内訳を記入すること。 49

　　　３．会計規模により必要に応じて単位を百万円から千円に変更することも可とするが、「改善額合計」を算出する際の単位誤り、誤計上(重複計上等)がないよう留意すること。

（４）病院事業（つづき）

改善額

区
分

医　　　 師

看護部門職員

医療技術職員

その他の職員

職員数
増減数

職員数

改善額
職員数

職員数

非常勤職員

増減数

改善額

改善額

収
入
確
保

改善額

その他

改善額

改善額

改善額

費
用
削
減

人件費の見直し

うち非常勤職員

改善額

改善額

計画合計

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

職
員
数

改善額

増減数
改善額
職員数

その他

計画前5年間
実　績

計画前５年間改善額　合計

増減数

職員数
増減数

医業収益に対する職員給与費割合

増減数

目標又は実績

改善額

改善額

うち退職手当以外

うち退職手当

うち正職員

改善額

改善額



●各種経営比率 計画 実績 計画 見込 計画 実績 計画 実績 計画 見込

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成19年度 平成20年度 平成20年度 平成21年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 平成23年度 類似規模
（計画前5年度） （計画前4年度） （計画前3年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画初年度） （計画第2年度） （計画第2年度） （計画第3年度） （計画第3年度） （計画第4年度） （計画第4年度） （計画第5年度） （計画第5年度） 全国平均

（決算） （決算） （決算） （決算） （決算見込） 目標 目標 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 （平成１７年度）
100.5% 102.1% 104.1% 98.3% 97.3% 100.0% 92.3% 103.1% 102.1% 103.2% 104.1% 99.7% 104.2% 100.3% 96.2% 101.6%
109.4% 105.0% 100.2% 105.1% 106.5% 105.7% 116.7% 101.3% 108.8% 100.0% 104.2% 105.6% 101.1% 104.8% 108.1% 96.1%
74.8% 71.9% 67.8% 71.2% 68.0% 66.9% 73.1% 63.9% 68.2% 62.3% 65.2% 61.4% 64.2% 61.0% 66.4% 49.7%
11.6% 10.8% 10.1% 10.2% 9.3% 9.4% 9.8% 9.1% 9.8% 9.0% 10.3% 8.8% 9.7% 8.7% 8.9% 15.1%
20.9% 20.2% 19.1% 19.7% 18.6% 18.7% 19.7% 17.5% 20.2% 18.1% 20.1% 19.5% 19.1% 19.4% 18.8% 26.0%
71.2% 74.2% 81.9% 77.8% 78.0% 85.4% 71.3% 86.0% 86.0% 86.0% 77.2% 90.0% 75.5% 95.0% 71.6% 86.7%

70.0% 66.8% 68.1% 69.9% 65.5% 63.2% 37.6% 65.0% 0.0% 65.0% 0.0% 95.0% 0.0% 95.0% 0.0% 80.3%
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -

69.9% 68.1% 74.9% 73.5% 71.6% 74.6% 55.3% 75.6% 86.0% 75.6% 75.7% 91.6% 75.5% 91.6% 70.1% 84.8%
（注）１．複数の病院を有する事業にあっては、病院ごとに作成すること。

　　　２．「病床利用率」欄には、稼働病床が許可病床と異なる場合における稼働病床利用率を上段（　　）書きすること。

　　　３．「類似規模」欄には、「地方公営企業年鑑」における経営規模別（黒字病院）の数値を記入すること。

●再編・ネットワーク化について

香川県東部の大川二次医療圏域に県立病院２病院、さぬき市民病院の３病院で地域医療を確保してきたところであるが、県立病院再編計画が策定された結果、平成１９年度から県立病院が診療所となり、
その診療所についても２年を限度となっている。
現在は、県立病院１病院、当院で大川二次医療圏域の地域医療を確保しなければならなくなっている。
県、市ともに限られた予算の中で地域医療を確保するため、県と市の間で診療科目やベッド数について、断続的に協議をしているところであり、今後も続ける予定である。

●経営形態の見直し（民間的経営手法の導入）について

現在は、地方公営企業法の財務規定のみの適用で運用しているところであるが、著しく変化する医療環境下において機動的な経営を確保するため、経営責任者の自主性を強化し責任体制を明確に
することが可能となる地方公営企業法の全部適用についても検討をしているところである。

区
分

目標又は実績

経
営
指
標

経常収支比率
医業収支比率

薬 品 費 率
材 料 費 率

　　※　「新経営形態への移行計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論を取りまとめる時期」を具体的に記載すること。

一　　　　般
療　　　　養
結　　　　核
精　　　  神
感　 染 　症

計

　　※　二次医療圏における「再編計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・スケジュール、検討の方向性、結論を取りまとめる時期」を具体的に記載すること。

病
床

職員給与費率

病床利用率


